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当たるとして景品表示法 10 条 1 号に基づき配布
差止を請求した。
これに対して Y は、本件チラシ等の発行主体
は A 研究会であり、Y 独自とされる細胞壁破砕
技術を用いたクロレラ原材料等の効果効能の記載
クロレラチラシ配布差止請求事件




法 10 条 1 号（平成 28 年 4 月 1 日以降は 30 条 1 項 1 号）に基づく差止請求を提起した初
めての訴訟であり、団体（京都消費者契約ネットワーク）が勝訴している（平成 27 年 1
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はあるが、Y 商品を特定する記述ではないとして、
商品表示該当性（景品表示法 2 条 4 項）を否定す
る回答をした。
そこで平成 26 年 1 月 17 日、X は景品表示法
10 条 1 号に基づき、適格消費者団体として初の
差止請求訴訟を提起したのが本件である（消費者
契約法 12 条 1 項による不実告知を理由とする差
止も主張するが、本稿では扱わない）。Y は商品
表示該当性を争うとともに、優良誤認表示該当性








Y の全従業員が A 研究会の会員でもあり人件費
の支出もなく、会計・税務処理も行っていない、
A 研究会の京都本部は Y の本社ビル内にあると
されているが事務所使用料を支払っておらず、富
山支部も Y 事務所内に設置されているなどの実
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表示防止法（景品表示法）10 条 1 号（平成 26 年
11 月改正法［同年法律第 118 号］施行［同 28 年
4 月 1 日］後は 30 条 1 項 1 号）に基づく差止請
求を提起した初めての訴訟であり、第 1 審（京都
地裁平成 27 年 1 月 21 日判決）は団体（京都消費
者契約ネットワーク）が勝訴している（Y が控訴、






























する法律（昭和 35 年法律第 145 号）に規定する
医薬品、医薬部外品及び再生医療等製品を除く。）
をいう」（食品安全基本法 2 条、ほぼ同じ文言で
















ついて」（昭和 46 年 6 月 1 日薬発第 476 号、最終
改正平成 27 年 4 月 1 日薬食発 0401 第 2 号）で















受けることを要し（同法 14 条 1 項）、名称、成分、
分量、用法、用量、効能、効果、副作用その他の
品質、有効性及び安全性に関する事項の審査（同
































また、添加物の事例（東京高判昭和 53 年 11 月
27 日（判タ 380 号 94 頁）〔チクロ禁止等事件〕）で、
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格化等に関する法律（JAS 法、平成 25 年 5 月 11
日法律第 175 号施行以前は「農林物資の規格及び
品質表示の適正化に関する法律」）19 条の 13 ～、
栄養改善法 17 条、それを改めた健康増進法 31 条
によるものが当たる。
それが、平成 25 年の食品偽装問題 13）などを受
け、食品衛生法等の表示基準を一元化する必要性
が指摘され 14）、それを受けて制定された食品表
示法（平成 25 年法律第 70 号）が平成 27 年 4 月




20 条、JAS 法 13 条、健康増進法（平成 15 年 5









経済企画庁が昭和 58 年 8 月から翌 59 年 3 月に
かけて行った「『健康食品』の販売等に関する総
合実態調査」（昭和 59 年 4 月）を受けて、当時の
景品表示法の執行機関である公正取引委員会は、

























定めた健康増進法 32 条の 2（現 31 条）の施行（平
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16 年 10 月 4 日排除命令〔タカチホ事件〕の事例
がある 38）。
（3）本件の検討
A 研究会につき Y の従業員により構成され、

















































































認させる表示をいう（景品表示法 4 条 1 項 1 号。






法第 4 条第 2 項の運用指針―不実証広告規制に関







年 3 月 14 日排除命令〔日本文化センター事件〕 48）
で「一般消費者が表示から受ける印象との間に差
を生じることをいう」とされ、またネズミ撃退器
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償 54）を請求した東京高判平成 16 年 10 月 19 日（判
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命令（公取委平成 18 年 10 月 19 日）を支持し








































































































































10 月 13 日排除命令〔厚生年金事業振興団事件〕、
消費者庁による平成 23 年 7 月 21 日措置命令〔東
祥事件〕、同 25 年 6 月 4 日措置命令〔グランド
ホテル樋口軒及びまむし温泉事件〕、同 27 年 2
月 24 日措置命令〔湯迫温泉事件〕等がある。
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内で生産される伝統的工芸品である「高山茶筌」
でなく、原産国告示 2 項に該当し、景品表示法
4 条 3 号（現 4 条 1 項 3 号）に違反するとして












































































































のできる消費者庁（景品表示法 4 条 3 項、平成
28 年 4 月 1 日以降 7 条 2 項）、及び、平成 26 年 6
月改正［同年法律第 71 号、同年 12 月 1 日施行］
で執行権限を認められた都道府県（同法 12 条 11
項、平成 28 年 4 月 1 日以降法 33 条 11 項、景品
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宅性能表示基準（平成 13 年 8 月 14 日号外国土交
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た新聞折込みチラシの配布差止請求が認容された
事例（京都地判平 27・１・21）」現代消費者法 29 号、
消費者委員会 消費者契約専門調査会「消費者契
約法専門調査会報告書」（平成 27 年 12 月）に接
した。
※※校了直前、控訴審判決（大阪高判平成 28 年
2 月 25 日）で適格消費者団体側が敗訴したとの
















対する審決の取消請求事件（東京高判昭和 57 年 11 月







いう用語の規制をめぐって―」公正取引 412 号 66 頁
６）申請には、臨床試験の試験成績に関する資料が必要と






衛生法 4 条 2 号（現 6 条 2 号）違反による回収命令が
出された事例がある（佐藤政康「『痩身効果』を標ぼ
うする商品の表示について」公正取引 643 号 57 頁）。
９）内田前掲注（5）67 頁
10）「食品、添加物等の規格基準」違反に対する刑事事







判昭和 60 年 10 月 22 日高判刑集 38 巻 2 号 176 頁）が、
新規の食品について規制をかける場面とは異にする。
11）千葉剛「健康食品・サプリメントの機能とリスク」現










第 4 版」（商事法務・2015 年）34 頁）。






引 405 号 55 頁
17）荒井登志夫「公取委の姿勢を明示して健康食品業界の






正取引 418 号 9 頁、本城昇「エステティックサロンの






3 月 2 日排除命令〔マジンドール事件〕（高鳥継夫・
吉兼彰彦「痩身効果を標榜するいわゆる健康食品販売
業者に対する排除命令について」公正取引 572 号 57
頁）や同 15 年 10 月 30 日調査結果公表（佐藤前掲注（8）
54 頁）、初の不実証広告規定（4 条 2 項、同 26 年 11































平成 20 年度重判解経済法 6 事件）。
29）岩本諭「不当表示概念と表示主体―（株）ビームスに






に対する措置命令について」公正取引 733 号 101 頁
32）正田彬「不当景品表示法における不当表示」ジュリ
1336 号 121 頁
33） 白 石 忠 志「 景 品 表 示 法 の 構 造 と 要 点 」 第 9 回、
NBL1059 号 61 頁参照
34）消費者庁サイト （ h t t p : / / w w w . c a a . g o . j p /
representation/pdf/131219p  remiums_1.pdf） 参 照、
白石前注 62 頁には表示内容を決定していたグルーポ
ンサイトが要請を受けた事件についても言及がある。










令について」公正取引 765 号 78 頁
37）本城昇・中村幸裕「通信販売業者に係る不当表示事件」
公正取引 438 号 44 頁は、特色として述べている。その
ほか、鈴木深雪「効能・効果の不当表示」独禁法審決・







39 年 10 月 15 日民集 18 巻 8 号 1671 頁）
40）真渕前掲注（13）43 頁。馬肉メニュー・チラシに係
る村さ来事件（公取委平成 19 年 12 月 14 日排除命令）、
おにぎりの原料に係るファミリーマート事件（消費者






ついて」公正取引 495 号 60 頁）。
42）真渕前掲注（13）44・52 頁
43）大瀧勇夫・鹿野修弘「株式会社天然の温泉村に対する
警告について」公正取引 651 号 62 頁
44）判決で引用する最判以外にも、横浜地判平成 25 年 5


















（平成 23 年 10 月 28 日））とされる。
47）白石前掲注（33）第 8 回、NBL1057 号 63 頁は「誤認」
と「示す」の概念に違いがあるのか、不実証広告規
制には別途条文（景品表示法 4 条 2 項、平成 26 年 11





示」独禁法審決・判例百選〔第 6 版〕105 事件）
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49）三浦克哉・榎本勤也「株式会社宇多商会（平成 9 年（判）




696 号 32 頁

























平成 20 年）188-189 頁）。
57）白石前掲注（56）参照
58）多田修・今井啓介「日本郵政公社に対する排除命令に



















633 号 74 頁
61）内田耕作「景表法上の不当表示の要件―ネズミ撃退・























止請求を認容した事件」（京都地方裁判所平成 27 年 1




















72）なお、同様の事件として公取委平成 17 年 10 月 13 日
排除命令〔厚生年金事業振興団事件〕がある。
73）鈴木満「高山茶筌生産協組による原産国不当表示の損








関する実態調査について」　公正取引 635 号 65 頁）。
75）小畑前掲注（69）参照
76）東京地決平成 27 年 4 月 20 日裁判所 HP は、不実証広
告規制に基づき消費者庁が下した平成 27 年 2 月 27 日
措置命令に対する取消訴訟（本案）に係る、行政事件









学 57 巻 10 号 55 頁
78）神山美智子「健康食品をめぐる消費者問題の現状と課
題」現代消費者法 21 号 21 頁
79）機能表示ガイドラインにつき消費者庁サイト（http://
www.caa.go.jp/foods/pdf/150330_guideline.pdf）参照


















京新聞 2015 年 9 月 23 日付朝刊）。
84）産業上の利用可能性、新規性、進歩性が要求される








件の内、60 歳以上の契約者は 9,442 名で約 55% を占

















公正取引 438 号 42 頁）。
88）http://www.cao.go.jp/consumer/iinkai/doc/201508_
sk_chukan.pdf
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